
第５期福生市地域福祉計画進捗状況調査一覧

第５期地域福祉計画＜30頁＞

基本目標１ 地域活動を支える担い手づくり　

（１）地域に目を向け参加・参画する人の増加

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

地域福祉講座1コース3回、
障害者差別解消法講座1
コース1回を実施しました。

Ａ（実施率90％以上） 継続

介護サポーター登録者数：
40人

計画
30年度

計画
31年度

計画
32年度

所管課

1

No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）

2

3

4

市民の主体的な福祉活動は、地域
の福祉力を強めるうえでの不可欠な
活動であることから、地域住民の主
体性と創造性・開拓性を尊重しなが
ら、効果ある活動のための支援を行
います。

市民の主体的
福祉活動への
支援

ボランティア活
動への支援

社会福祉協議会等関係機関と連携
し、地域福祉の担い手となるボラン
ティア等の活動を支援します。

【介護福祉課】ボランティア
活動の活性化及び、普及啓
発のため、社会福祉協議会
のふっさボランティア・市民
活動センターに補助金を交
付します。

ボランティア活動推進事業
補助金の交付します。

【協働推進課】活動しやすい
環境の整備を図り、市民の
活動への参加を促進しま
す。

事業の進め方に基づき、取
り組みます。

地域リーダー
の育成と市民
参加の促進

福祉活動をになうリーダーを育成
し、市民参加の促進を図ります。

福祉関連講座を実施し、地
域福祉に関心を持つ市民の
和を広げるとともに、サーク
ル活動の成果を福祉施設等
で発揮できるよう情報収集・
提供をしていきます。

福祉関連講座を1コース実
施します。
サークル等への支援を求め
に応じて随時行います。

継続 継続5
シルバーボラ
ンティア活動の
促進

高齢者の能力活用や生きがいの高
揚のため、ボランティア活動への啓
発に努めます。

介護サポーター事業におい
て、活動対象施設等を増や
し活動登録者の増加を図り
ます。

登録者数の増加を図ります。
介護福祉

課

健康づくり推進
員活動支援の
充実

市民の健康づくり事業を企画・立案
して健康増進を推進する「健康づくり
推進員」を配置し、市民による主体
的な健康づくり事業の展開を支援し
ていきます。

推進員の活動を支援してい
きます。

ラジオ体操事業、心の健康
出前講座、健口体操、
ウォーキング事業等、市民
へ向けた活動の推進を図り
ます。

継続 継続 継続 健康課

介護福祉
課

継続継続継続
広報誌を発行し啓発に努め
るとともに、市民活動講座を
開催します。

社会福祉協議会と協力し、
市民の主体的な福祉活動の
必要性を広報し、市民学習
会等において主体的に活動
参加ができるよう各種講座
の開催に努めます。

継続

継続 継続 継続 公民館

継続 継続 継続

継続 継続 継続

介護福祉課
協働推進課

1



第５期地域福祉計画＜31頁＞

基本目標１ 地域活動を支える担い手づくり　

（２）ＮＰＯ・ボランティア活動等の支援

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

Ａ（実施率90％以上） 継続

輝き市民サポートセンター事
業の充実を図った。
・市民活動相談：随時
・輝き市民サポートセンター
イベント：３日間
・市民活動プレゼンテーショ
ン：１回
・ネットワーク懇談会：３回

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

平成28年12月の一斉改選を
期に、新たに委嘱された委
員に対して、説明会を行い
活動を支援した。

No 施策・事業 内容

3

民生委員・児
童委員への支
援と協働活動
の推進

相談・情報の提供、サービス利用支
援、実態調査、緊急活動などの活動
を強化していくため、民生委員・児童
委員の活動を支援し、また、必要に
応じて協働活動を展開します。

1
市民活動の場
の整備

ボランティア、ＮＰＯ等、市民活動団
体の相互交流と活動の促進を図る
ため、活動の場を整備します。

事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度
計画

31年度
計画

32年度
所管課

民生委員・児童委員から寄
せられる相談、問合せなど
に適宜対応し、適切に支援
等を行っていきます。

民生委員・児童委員活動
（各行事など）を支援すると
ともに、協働により活動の充
実を図っていきます。

継続
修正等
検討

その他 社会福祉課

介護福祉課継続継続継続
福祉活動専門員補助金を交
付します。

福祉活動専門員の活動を通
じて小地域福祉活動を支援
します。

高齢者や障害のある人、児童等を
対象とした地域での見守り活動、
「ふれあいいきいきサロン」、「子育
てサロン」等地域の憩いの場づくり、
交流の場づくりなど、社会福祉協議
会が推進している小地域福祉活動
を支援していきます。

小地域福祉活
動推進への支
援

2

協働推進課
市民が自由に市民活動等に
参加できるよう、活動の場を
整備します。

事業の進め方に基づき、取
り組みます。

継続 継続 継続

2



第５期地域福祉計画＜31頁＞

基本目標１ 地域活動を支える担い手づくり　

（２）ＮＰＯ・ボランティア活動等の支援

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度
計画

31年度
計画

32年度
所管課

Ａ（実施率90％以上） 継続

より良い社会福祉法人運営
のために、適切に指導検査
を行うとともに、NPO法人に
対して新規事業の担い手と
なってもらえるよう調整した。

Ａ（実施率90％以上） 継続

輝き市民サポートセンター
で、ＮＰＯ法人へ情報提供及
び活動状況の情報発信を
行った。

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

活動支援のための職員派遣
14回、補助金の交付238,000
円

Ａ（実施率90％以上） 継続

4
社会福祉法
人、ＮＰＯ等へ
の支援

地域福祉を推進するため、社会福
祉法人、ＮＰＯ等への支援に努めま
す。

6
シルバー人材
センターへの
支援

「福生市シルバー人材センター」に
運営に関する補助金を交付し、高齢
者の就業を促進します。

「福生市シルバー人材セン
ター」に運営に関する補助金
を交付し、高齢者の就業の
拡大及び、研修の充実に努
めます。

研修会を実施し、会員の技
能を高めるとともに、各種イ
ベント等においてセンター事
業を広報し、会員と受託件
数の増加を図ります。

継続 継続 継続 介護福祉課

5
障害者団体活
動への支援

障害者団体に活動促進のため宿泊
訓練、レクリエーション、行事等の活
動を支援します。

支援方法の充実を図ります。 活動の支援 継続 継続 継続 障害福祉課

継続継続

【協働推進課】ＮＰＯ法人等
の活動を支援し、活動状況
の情報発信を行います。

事業の進め方に基づき、取
り組みます。

【社会福祉課】社会福祉法
人等への指導検査を通して
助言に努め、また福祉事業
への新規参入を促進し、支
援に努めてく。

社会福祉法人への指導検
査の実施と、来年度からの
新規事業についての事業者
を検討し、支援を図ってい
く。

福祉保健部
子ども家庭

部
協働推進課

継続
社会福祉法人、ＮＰＯ等への
支援に努める。

【子ども育成課】社会福祉法
人、ＮＰＯ等への支援に努め
る。

継続 継続 継続

継続 継続 継続
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第５期地域福祉計画＜32頁＞

基本目標１ 地域活動を支える担い手づくり　

（３）地域の活動基盤の充実

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

Ａ（実施率90％以上） 継続

町会長協議会及び32町会・
自治会に対し、町会活動補
助金を3,758,710円交付し
た。

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

32町会・自治会に対し、地域
活性化交付金を9,009,030円
交付した。

計画
31年度

計画
32年度

所管課

3
市民の自主的
なコミュニティ
づくりへの支援

地域福祉の増進及び地域の活性化
を図るため、市民の自主的なコミュ
ニティづくりを支援します。

町会・自治会等への支援充
実と併せて、地域でテーマご
とに行われている自主的な
活動を支援します。

32町会・自治会に交付金を
交付します。

継続 継続

No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度

継続 協働推進課

健康課継続継続
市民の健康に対する関心が
高まるよう、内容の充実を図
ります。

各種団体からの協力と産業祭、文
化祭との共催により、「健康まつり」
の充実を図ります。

健康まつりの
充実

2

1

町会・自治会
等への支援と
協働活動の推
進

地域福祉のにない手となる町会・自
治会等、地域の団体の組織・活動の
発展のために必要な支援を行い、ま
た、必要に応じて協働活動を展開し
ます。

町会･自治会の地域福祉活
動との協働化を図り、町会・
自治会の組織及び活動の発
展のために必要な支援をし
ます。

継続 継続 継続 協働推進課

平成28年10月30日（日）に、
福生市営野球場で開催しま
す。

32町会・自治会に補助金を
交付します。

継続

4



第５期地域福祉計画＜33頁＞

基本目標２ 支援が必要な人を支える地域づくり

（１）顔の見える関係づくりと健康づくりの推進

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

Ａ（実施率90％以上） 継続

学童クラブにおいては高齢
者による見守り事業を実施
し、多世代間交流を図った。

Ａ（実施率90％以上） 継続

平成28年7月「健康ふっさ21
（第2次）」計画を策定した。

Ａ（実施率90％以上） 継続

126回実施　そのうち３回託
児付き健康教室を行った。

Ａ（実施率90％以上） 継続

「こころの健康づくりに関す
るリーフレット」改訂版を作成
し、相談機関一覧を充実さ
せた。

計画
32年度

所管課

1 継続 継続

計画（28年度）
計画

30年度
計画

31年度
No 施策・事業 内容 事業の進め方

児童と高齢者や障害のある人等と
の交流や団体での活動等を通して、
世代間交流を促進します。

【子ども育成課】保育園、幼
稚園、学校のクラブ、学童ク
ラブ等の福祉施設への訪問
や老人クラブの保育園や幼
稚園への訪問、地域での行
事等の開催を促進します。

世代間交流の
促進

継続

障害福祉課
介護福祉課
子ども育成

課

児童館事業や学童クラブ児
童の見守り事業を実施し、
児童と高齢者や障害のある
人等との交流を図る。

多くの市民が参加しやすい
よう実施方法を工夫し、参加
者数の拡大を図ります。

医師、歯科医師等による講演会、栄
養士、保健師による講習、指導・助
言、調理実習など、健康教育の充実
を図ります。

平成28年7月「健康ふっさ21
（第2次）」計画策定。

継続

健康課継続継続継続

食事と運動の両方の側面か
らの教育・指導の充実を図
り、託児付き健康教室を実
施します。

3

健康課2
健康づくりの推
進

「健康ふっさ２１」の基本方針に基づ
いて、健康づくりのための活動を推
進します。

健康増進計画「健康ふっさ
21（第2次）」に基づき、健康
づくりのための活動を推進し
ます。

継続 継続

健康教育の充
実

継続 継続 継続 健康課4
こころの健康づ
くりの推進

保健所、社会福祉協議会等関係機
関と連携し、各種相談窓口等で情報
提供などを図り、こころの健康づくり
を推進します。

健康づくり推進員を中心に
「こころの健康」に関する知
識の普及啓発を行い、相談
機関の情報提供および相談
体制の充実に努めます。

「こころの健康づくりに関す
るリーフレット」を作成し、こ
ころの健康づくりの普及啓発
活動を推進します。

5



第５期地域福祉計画＜34頁＞

基本目標２ 支援が必要な人を支える地域づくり

（２）地域におけるセーフティネットの構築

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

Ａ（実施率90％以上） 継続

高齢者見守りポスターの作
成及び市内医療機関、介護
事業所、町会等に配布を行
た。

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

定例会を6回開催
事例検討、情報交換、関係
機関連携の構築に努めまし
た。

Ａ（実施率90％以上） 継続

新規相談件数　161件

Ａ（実施率90％以上） 継続

支給決定件数　23件
支給額　3,796,800円

所管課

1
見守りネット
ワークづくり

ひとり暮らし高齢者などを地域で見
守るネットワークづくりを進め、確立
します。

地域住民、ボランティア、町
会・自治会、老人クラブ、民
生委員・児童委員等の協力
を得て、見守り活動の充実
を図ります。

見守り活動の周知に努めま
す。

継続 継続 継続
介護福祉

課

事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度
計画

31年度
計画

32年度
No

2
虐待防止の
ネットワークづ
くり

関係機関と連携し、児童や高齢者、
障害のある人への虐待の防止と早
期発見・早期対応に努めます。ま
た、関係機関との連携による虐待防
止のネットワークづくりを進めます。

【障害福祉課】地域自立支
援協議会等を通し、ネット
ワークづくりをすすめるとと
もに、関係機関と連携し対応
します。

継続継続継続

継続 継続 継続

継続 継続 継続

施策・事業 内容

事業の進め方に基づき、取
り組みます。

【介護福祉課】関係機関連
絡会等を随時開催し、虐待
の防止のネットワークづくり
を進めます。

高齢者虐待防止連絡会議を
実施します。
緊急性のある案件が発生し
た場合は虐待対応ケア会議
にて対応方法を検討しま
す。

事業の進め方に基づき、取
り組みます。

【子ども家庭支援課】関係機
関連絡会等を随時開催し、
虐待防止のネットワークづく
りを進めます。

社会福祉課継続 継続 継続

障害福祉課
介護福祉課

子ども家庭支
援課

3
自立相談支援
事業

生活困窮者に対し、就労などの自立
に関する相談支援や、支援事業利
用のためのプラン作成等を行いま
す。

生活困窮者からの相談に応
じ、抱えている課題の評価、
分析、自立支援計画の策
定、関係機関との連絡調整
など行います。

生活困窮者に対し、就労支
援や必要な情報の提供、助
言を行っていきます。

社会福祉課継続継続継続
給付金の支給により、常用
就職に向けた支援を行って
いきます。

離職により住居を失った、ま
たはその恐れが高い生活困
窮者であって、収入等が一
定水準以下の方に対して有
期で家賃相当額を支給しま
す。

離職により住宅を失った生活困窮者
などに対し家賃相当の住居確保給
付金を支給します。

住居確保給付
金の支給

4

6



第５期地域福祉計画＜34頁＞

基本目標２ 支援が必要な人を支える地域づくり

（２）地域におけるセーフティネットの構築

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

所管課事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度
計画

31年度
計画

32年度
No 施策・事業 内容

Ａ（実施率90％以上） 修正等検討

学習支援事業について、他
市の状況等を勘案して検討
を行い、実施に向けて調整
等行った。

学習支援事業を適切に取り
組むため、事業内容の調整
や受託者の選定等行い、平
成29年度より実施していく。

5
生活困窮者支
援事業の推進

就労準備支援事業（就労に必要な
訓練を日常生活自立、社会生活自
立段階から有期で実施）、一時生活
支援事業（住居のない生活困窮者
に対して一定期間宿泊場所や衣食
の提供等）、家計相談支援事業（家
計に関する相談、家計管理に関する
指導、貸付のあっせん等）、学習支
援事業（生活困窮家庭の子どもへの
学習支援や保護者への進学助言
等）など、生活困窮者への支援事業
の充実を図り、推進します。

生活困窮者に対し包括的な
支援を行う体制を誠整備す
るため、法に基づく任意事業
の実施に向けた検討を行い
ます。

法に基づく任意事業の必要
性や実施の可否について、
自立相談支援事業の状況を
通じて確認していきます。

修正等
検討

修正等
検討

修正等
検討

社会福祉課
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第５期地域福祉計画＜35頁＞

基本目標２ 支援が必要な人を支える地域づくり

（３）人権尊重と権利擁護の充実

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

青年学級にじのはらっぱ1
コース19回を実施しました。
地域福祉講座1コース3回、
障害者差別解消法講座1
コース1回を実施しました。

Ａ（実施率90％以上） 継続

所管課

1

2

3

学校教育にお
ける福祉教育
の充実

社会教育にお
ける福祉教育
の充実

福祉まつりへ
の支援

東京都教育委員会『人権教育プログ
ラム』に基づき、総合的な学習の時
間や特別活動における体験学習や
障害のある人との交流学習、高齢
者などから学ぶ地域文化の伝承学
習などを通して福祉教育の充実に
努めます。

No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度

交流促進

青年学級にじのはらっぱ１
コースを実施します。
また、福祉関連講座を1コー
ス実施します。

多くの市民が参加し、福祉
への理解を深めることがで
きるよう、内容の充実に努め
ます。

計画
31年度

計画
32年度

各公民館が連携、調整して、「心の
バリアフリー」等や「互いに支え合
い、共に生きることができる社会」等
の実現をめざし、福祉教育の充実に
努めます。

市民の福祉への理解・認識を高める
ため福祉まつり実行委員会が実施
している「福祉まつり」を支援します。

高齢者や障害のある人を学
校に招いたり、児童生徒が
地域の高齢者や障害のある
人とふれあったりする機会を
全校で計画します。

知的障害者の青年（成人）
学級を実施し、参加者、ス
タッフ等を含め、ともに生き
る地域社会の実現に向け、
活動を展開していきます。

福祉まつり実行委員として
企画段階から参加するとと
もに、参加団体としても各課
から参加し、地域福祉への
理解の促進に努めます。

継続 継続 継続 介護福祉課

継続 継続 継続 教育指導課

継続 継続 継続 公民館
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第５期地域福祉計画＜36・37頁＞

基本目標２ 支援が必要な人を支える地域づくり

（４）安全安心な地域づくりの推進

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

Ｂ（実施率50～90％） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

・11月18日防犯講習会実施
（市民会館小ホール）
・こども110番前年度比△2件
（引越し等）

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

町会・自治会による春秋交
通安全運動期間中のテント
掲出29箇所

Ａ（実施率90％以上） 継続

2
子どもを守るた
めの活動の推
進

防犯講習会等を通して、犯罪に関す
る市民への情報提供に努め、関係
機関・団体との情報交換、防犯ボラ
ンティアによるパトロール活動、「こ
ども１１０番の家」事業など、子どもを
守るための活動を進めます。また、
児童の登下校中の安全を確保する
ため、地域のボランティアの方の協
力とシルバー人材センターに委託し
て見守りを実施するとともに、これら
の取組を補うため、防犯カメラを設
置して、見守り体制を整備します。

計画
30年度

計画
31年度

計画
32年度

所管課

1
安全安心なま
ちづくりの推進

犯罪防止のための地域における自
主的な活動の推進、学校等におけ
る安全の確保等総合的に施策を展
開し、市民が安心して生活できる環
境の整備を図ります。

【安全安心まちづくり課】町
会・自治会によるパトロール
を実施していきます。

事業の進め方に基づき、32
の町会・自治会で実施して
いきます。

継続 継続 継続
安全安心

まちづくり課
教育指導課

No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）

継続 継続

継続 継続 継続

【安全安心まちづくり課】関
係機関等との連携強化によ
る地域での活動の推進や地
域住民、商店等の協力によ
る「こども110番の家」事業な
どを推進していきます。

【教育総務課】児童が登下校
時に事故や犯罪に遭わない
よう通学路見守り員を配置
し、さらに各小学校区に５台
ずつ通学路防犯カメラを設
置します。また、スクール
ガードリーダーによる通学路
見守り員への巡回指導やボ
ランティアを対象とした研修
会等を実施します。

防犯講習会を実施し、「こど
も110番の家」登録者の確保
を図ります。

シルバー人材センターへ委
託して児童の登下校時に通
学路の見守り及び巡回を行
います。スクールガードリー
ダーによる指導及び研修会
を２回行います。通学路防犯
カメラを市内に15台設置しま
す。

継続

安全安心
まちづくり課
教育総務課

消費者相談室の開設日を週
2日から3日へ拡充します。さ
らに消費者相談室のパンフ
レットの作成・配布、消費者
被害防止グッズへの消費者
相談室連絡先掲載により周
知を図ります。

修正等
検討

修正等
検討

修正等
検討

シティセールス
推進課

交通安全運動の充実、地域
や学校等での交通安全教室
の定期的な開催を図りま
す。

地域や団体、事業所等における交
通安全思想の普及・徹底を図り、学
校等での交通安全教育を推進しま
す。

交通安全教育
の推進

3

4
訪問販売等悪
質商法取引等
への対応

訪問販売等悪質商法取引等による
被害を防止するとともに、購入契約
等を結んでも解約できることや相談
体制があることを、高齢者世帯等に
周知します。

消費者相談室を継続して設
置するとともに、消費者被害
防止啓発事業において周知
を図ります。

安全安心
まちづくり課継続継続継続

交通安全講習会を実施し、
32町会・自治会による交通
安全の推進や中学生交通安
全教室を開催します。
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第５期地域福祉計画＜36・37頁＞

基本目標２ 支援が必要な人を支える地域づくり

（４）安全安心な地域づくりの推進

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

計画
30年度

計画
31年度

計画
32年度

所管課No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

補助団体数：32団体
補助金額：5,743,007円

Ａ（実施率90％以上） 継続

H28登録者数：53名

介護福祉課
障害福祉課

緊急通報システムのPR等を
通じて、利用の促進を図りま
す。

継続 継続 継続

【介護福祉課】通報から病院
搬送までの対応が円滑に行
われるよう、協力員に対し研
修等を実施します。

5
緊急通報シス
テムの充実

ひとり暮らし等の高齢者、在宅重度
身体障害者及び難病患者等に専用
通信機と無線発報器を貸与すること
により、緊急事態に陥ったとき消防
庁へ通報するとともに、地域の協力
員の援助を受け、救急車による病院
への搬送に対応します。 【障害福祉課】制度の普及に

努めます。

継続継続継続
協力員連絡会を開催し、研
修等を実施します。

介護福祉課
障害福祉課

緊急通報システムのPR等を
通じて、利用の促進を図りま
す。

継続 継続 継続

【介護福祉課】住宅用火災警
報器設置の義務化と住宅設
備の充実により、利用希望
の相談等はない状況です
が、今後も必要とする方が
利用できるよう制度の周知
に努めます。6

火災安全シス
テムの整備

緊急通報システム機器に住宅用火
災警報器を接続することにより、火
災の発生を東京消防庁に自動通報
するシステムを、ひとり暮らし等の高
齢者及び18歳以上でひとり暮らしの
重度心身障害者宅に設置します。

【障害福祉課】制度の普及に
努めます。

継続継続継続
地域包括支援センター等を
通じて、制度の周知を図りま
す。

住民の自主性を尊重し、地
域の状況に応じた事業を
行っていきます。

「福生市地域防災計画」に基づき、
地域住民による自主防災組織が行
う消火・救援活動を支援するため、
技術的指導や資機材の整備助成等
に努めます。

自主防災組織
への支援

7

8
要援護者（避難
行動要援護者）
への支援

高齢者や障害のある人の中には、
災害時に自力で避難できない人や、
家族がいる場合でも日中は一人で
過ごしている人もいるため、自主防
災組織など地域住民をはじめ、民生
委員・児童委員、消防署や消防団、
警察署、社会福祉協議会などと連
携・協力し、非常時の対応を図って
いきます。

災害時要援護者の把握に努
め、支援体制を整備します。

安全安心
まちづくり課継続継続継続

運営費補助金を交付し、自
主的な活動を支援します。

個人情報の更新、制度の周
知、登録の推奨を行い、災
害時に備えます。

継続 継続 継続
安全安心

まちづくり課
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第５期地域福祉計画＜36・37頁＞

基本目標２ 支援が必要な人を支える地域づくり

（４）安全安心な地域づくりの推進

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

計画
30年度

計画
31年度

計画
32年度

所管課No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

第一中学校の便所改良工事

Ａ（実施率90％以上） 未定

中央体育館２階女子便所改
良工事（洋式化）を実施

Ａ（実施率90％以上） 継続

建設中のもくせい会館につ
いて、エレベーターや誰でも
トイレの整備を進め、バリア
フリー化を図った。

Ａ（実施率90％以上） 継続

継続継続継続

もくせい会館建設工事
第二市営住宅A棟エレベー
ター設置工事
新扶桑会館整備工事実施設
計
防災食育センター整備工事

契約管財課
まちづくり計画課

施設公園課
教育総務課

スポーツ推進課

10 社会福祉課継続継続継続

【契約管財課】新築や改修時
にバリアフリー化を進めま
す。

建設中のもくせい会館につ
いて、バリアフリー整備を実
施します。

継続 継続 継続

学校も含め、市建築物のバリアフ
リー整備を進めます。

建築物の整備9

未定中央体育館女子便所改良
【スポーツ推進課】敷地内通
路の整備、観戦スペースの
確保等を図ります。

未定

未定未定

【施設公園課】簡易な箇所の
早急な整備、昇降設備の設
置、トイレの改良整備等、バ
リアフリー化、ユニバーサル
デザインを図ります。

【教育総務課】第一中学校新
校舎のトイレの改良整備、バ
リアフリー化を図ります。

平成29年度に向けた準備を
行う。

未定 未定

全課に対して、第３期バリア
フリー推進計画の推進事業
調査を行うとともに、都発行
のバリアフリーガイドライン
の配付等、積極的な情報提
供に行います。

誰にとっても暮らしやすいま
ちとなるよう、第３期バリアフ
リー推進計画に基づき、情
報提供を通じて職員の意識
向上や意識啓発を行いま
す。

職員がバリアフリーについての共通
認識を持ち、全庁をあげてバリアフ
リーを推進します。

市組織の対応
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第５期地域福祉計画＜36・37頁＞

基本目標２ 支援が必要な人を支える地域づくり

（４）安全安心な地域づくりの推進

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

計画
30年度

計画
31年度

計画
32年度

所管課No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

市民会館だれでもトイレ4ヶ
所を温水洗浄便座に改修し
ました。
松林会館・白梅会館の和室
に座卓テーブルとイスを設
置しました。

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

【社会福祉課】誰にとっても
暮らしやすいまちとなるよう、
第３期バリアフリー推進計画
に基づき、情報提供を通じて
職員の意識向上や意識啓発
を行います。

【公民館】施設のバリアフ
リー化を推進します。

【選挙管理委員会事務局】適
切に権利が行使できるよう
取り組みます。

【子ども育成課】職員のバリ
アフリー・ユニバーサルデザ
イン意識の徹底、整備年次
計画の作成のほか、情報
面・施策面におけるバリアフ
リー・ユニバーサルデザイン
の推進、「心のバリアフリー」
「心のユニバーサルデザイ
ン」の普及に努めます。

【会計課】障害の有無に関わ
らず支払窓口で困難をきた
さない様にします。

未定

継続継続継続

全課

職員がバリアフリー、ユニ
バーサルデザイン等につい
ての共通認識を持ち、バリア
フリー・ユニバーサルデザイ
ン等を推進する。

入院中の人、重度の障害が
ある人、要介護の人等の方
の不在者投票案内や代理・
点字投票について、選挙の
お知らせやホームページに
掲載し普及に努めます。

市公共施設等改修計画に基
づき、施設のバリアフリー化
に取り組みます。

全課に対して、第３期バリア
フリー推進計画の推進事業
調査を行うとともに、都発行
のバリアフリーガイドライン
の配付等、積極的な情報提
供に行います。

継続 継続 継続

会話が不自由な方でも支払
の問合せ等を容易に行える
ようにするため、想定される
質問をあらかじめ記載した
筆談用紙を会計課窓口付近
に用意している。

11

市役所におけ
るバリアフ
リー、ユニバー
サルデザイン
の推進

職員がバリアフリー、ユニバーサル
デザイン等についての共通認識を持
ち、本計画や『福生市バリアフリー推
進計画』に基づいて全庁を挙げてバ
リアフリー・ユニバーサルデザイン等
を推進します。

継続 継続 継続

継続継続継続

継続
修正等
検討

12



第５期地域福祉計画＜36・37頁＞

基本目標２ 支援が必要な人を支える地域づくり

（４）安全安心な地域づくりの推進

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

計画
30年度

計画
31年度

計画
32年度

所管課No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

福生駅ペデストリアンデッキ
改良工事

12

「心のバリアフ
リー」・「心のユ
ニバーサルデ
ザイン」の推進

東京都教育委員会『人権教育プログ
ラム』に基づき、学校における「心の
バリアフリー」・「心のユニバーサル
デザイン」を進めます。

高齢者や障害のある人への
「思いやりの教育」を学習に
とり入れ、全校で進めていき
ます。

全校での推進 教育指導課継続継続継続

未定 未定 未定

安全安心
まちづくり課
社会福祉課
障害福祉課

道路下水道課

13

市民参加によ
るバリアフ
リー、ユニバー
サルデザイン
の推進

市民一人ひとりの自発的な実践によ
る「心のバリアフリー」・「心のユニ
バーサルデザイン」を含めたバリア
フリー、ユニバーサルデザインの推
進に努めます。

【道路下水道課】不特定多数
の人が、安全に安心して利
用できるよう歩道等の改修
を行い、バリアフリーやユニ
バーサルデザインの大切さ
を体感することで、意識の醸
成を図ります。

東福生駅自転車駐車場設置
工事
福生駅ペデストリアンデッキ
改良工事実施設計

13



第５期地域福祉計画＜38頁＞

基本目標３ 適切な支援につなげる体制づくり

（１）総合的な相談体制の充実

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

Ａ（実施率90％以上） 継続

68回実施　必要に応じて各
種測定機器類を使用し、健
康相談を実施した。

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

関係部署とのケース会議等
により、個々の支援を行いま
した。また、相談支援事業を
委託して実施しました。

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

所管課

1
健康相談の充
実

保健師、栄養士等による「総合健康
相談」の充実を図ります。

多くの市民が参加できるよう
実施方法を工夫し、参加者
数の拡大を図ります。

各種測定機器類を使用し
て、より効果的に健康相談を
実施します。

継続 継続 継続 　健康課

事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度
計画

31年度
計画

32年度
No

2
保健福祉の相
談体制の充実

保健福祉に関する様々な相談が身
近なところで気軽にできるよう、窓口
の充実に努めるとともに、相談体制
のネットワーク化を推進します。

【障害福祉課】関係機関、関
係者の相互理解と連携強
化、相談内容に応じた窓口
の整備に努めます。

【子ども家庭支援課】関係機
関、関係者の相互理解と連
携強化、相談内容に応じた
窓口の整備につとめます。

【子ども育成課】関係機関、
関係者の相互理解と連携強
化、相談内容に応じた窓口
の整備に努めます。

【社会福祉課】関係機関、関
係部署と連携し、相談内容
に応じた対応を行います。

事業の進め方に基づき、取
り組みます。

施策・事業 内容

継続継続継続

継続継続継続

関係機関、関係部署と連携
を強化し、相談者の要望に
適切に対応できる相談窓口
が案内できるよう努めます。

事業の進め方に基づき、取
り組みます。

継続継続継続

継続 継続 継続
事業の進め方に基づき、取
り組みます。

福祉センター
機能の充実

3 介護福祉課

高齢者や障害のある人、児童及び
子育て中の保護者等の生活相談、
健康の増進、サービス提供の充実
等に努めるとともに、福祉活動団体
の育成、地域住民等の施設利用を
促進します。

安心して利用できるよう、施
設の適正な管理運営に努め
ます。

高齢者等の生活相談、健康
の増進、サービス提供の充
実等に努め、福祉活動団体
の育成、地域住民等の施設
利用を促進します。

福祉保健部
子ども家庭部

継続継続 継続

14



第５期地域福祉計画＜38頁＞

基本目標３ 適切な支援につなげる体制づくり

（１）総合的な相談体制の充実

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

所管課事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度
計画

31年度
計画

32年度
No 施策・事業 内容

Ａ（実施率90％以上） 継続

市立小・中学校全校に東京
都スクールカウンセラーを配
置し、専門的な見地から教
育相談活動を実施した。
相談件数
（小学校）3,074件
（中学校）907件

Ａ（実施率90％以上） 継続
女性が抱えるさまざまな悩
みごと相談を、羽村市でも受
けられるよう、羽村市との共
同事業で行います。

市民へのPRに努め、関係機
関と連携し、女性の悩みごと
の解決を支援します。

日常の学校生活はもとより、いじめ
や不登校問題等多様な相談に対応
するため、全校に配置したスクール
カウンセラーを活用し、各学校の教
育相談体制を一層充実させます。

東京都非常勤特別職のス
クールカウンセラーを、全
小・中学校に派遣し、学校の
相談室等で専門的観点から
の相談を行います。

各校に週１回、スクールカウ
ンセラーを派遣します。

5
女性悩みごと
相談

女性専門カウンセラーによる相談を
実施します。

4
各学校におけ
る教育相談体
制の充実

継続 継続 継続 社会福祉課

継続 教育支援課継続 継続
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第５期地域福祉計画＜39頁＞

基本目標３ 適切な支援につなげる体制づくり

（２）福祉情報の提供体制の充実

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

Ａ（実施率90％以上） 継続

広報ふっさ15日の「市民の
ひろば」に社会福祉活動や
生涯学習などの情報を毎月
掲載した。

Ａ（実施率90％以上） 継続

平成28年12月の一斉改選を
期に、新たに委嘱された委
員に対して説明会を行うとと
もに、広報を活用し、活動状
況等を、例年以上（２回→５
回）に周知した。

Ａ（実施率90％以上） 継続

必要に応じて支援を行い、
市民へ周知を図りました。

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

事業の進め方 計画（28年度）

2
相談員等の資
質向上のため
の支援と周知

民生委員・児童委員、身体障害者相
談員、知的障害者相談員をはじめと
する相談員や各相談窓口の職員等
に対してその資質の向上を支援して
いくとともに、市民への広報・周知を
図り利用を促進します。

【社会福祉課】民生委員・児
童委員に関わる、各種研修
会等に参加してもらい、資質
の向上を支援するとともに、
広報等で活動を周知し、委
員の取組の理解を深めま
す。

【障害福祉課】相談員等が
研修会などに参加し、資質
の向上を目指すとともに、
PRに努めます。

【子ども育成課】相談員等が
研修会などに参加し、資質
の向上を目指すとともに、
PRに努めてまいります。

民生委員・児童委員には、
研修会等に参加してもらうと
ともに、一斉改選の年のた
め、新任委員への説明会を
行います。

事業の進め方に基づき、取
り組みます。

利用者支援員の資質の向
上を図る。

計画
30年度

計画
31年度

計画
32年度

所管課

1
各種イベントの
紹介

地域への愛着を高め、交流の機会
を増やすため、広報等で地域の行
事・イベント等の紹介を行っていきま
す。

社会福祉活動や生涯学習な
どの情報を掲載している「市
民のひろば」を、広報ふっさ
のほか、市ホームページに
掲載し、地域の代表的な行
事やイベント、市民の身近な
情報等を紹介していきます。

広報ふっさ「市民のひろば」
への掲載記事の充実

継続 継続 継続
秘書広報

課

No 施策・事業 内容

子ども家庭
支援課

福祉保健部
子ども家庭部

継続継続継続

継続継続継続

継続継続継続

継続 継続 継続3
子ども家庭支
援センター事
業の推進

子どもと家庭に関する総合相談な
ど、児童を養育する家庭を支援する
ため、子育て支援の総合的な機能を
持つセンターを目指します。

総合相談業務体制の充実を
図ります。

事業の進め方に基づき、取
り組みます。
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第５期地域福祉計画＜39頁＞

基本目標３ 適切な支援につなげる体制づくり

（２）福祉情報の提供体制の充実

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度
計画

31年度
計画

32年度
所管課No 施策・事業 内容

Ａ（実施率90％以上） 継続

ホームページ等の充実を図
るとともに、障害者団体等に
説明をするなどしました。

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

【障害福祉課】ホームページ
等の充実を図るとともに、障
害者団体等を対象とした説
明会の開催に努めます。

4
保健福祉サー
ビスや施設案
内の充実

読みやすい広報誌づくりとともに、
ホームページ、ケーブルテレビ等を
活用し、保健福祉サービスや施設等
の利用案内を充実させます。また、
点字版やSPコード付きのパンフレッ
トの作成など、情報の入手が困難な
市民への支援を強化します。

【子ども育成課】ホームペー
ジ等の充実を図るとともに、
老人クラブや障害者団体等
を対象とした説明会等の開
催に努めます。

【子ども家庭支援課】広報、
ホームページ、情報メールな
どで情報発信を行うととも
に、子育てハンドブックを配
布し、情報提供に努めます。

継続 継続 継続
福祉保健部

子ども家庭部

広報にて、子育て支援施の
特集を行い、事業を紹介す
ることで、情報提供に努めま
す。

事業の進め方に基づき、取
り組みます。

継続 継続 継続

継続継続継続
事業の進め方に基づき、取
り組みます。
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第５期地域福祉計画＜40・41頁＞

基本目標３ 適切な支援につなげる体制づくり

（３）地域福祉の推進体制の強化

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

青少年問題協議会におい
て、夏季対策パンフレットを
6000部作成し、市内小・中学
校、町会・自治会及び児童
館・図書館等に配布した。

Ｂ（実施率50～90％） 継続

Ｂ（実施率50～90％） 継続

Ｂ（実施率50～90％） 継続

計画
31年度

計画
32年度

所管課

継続

健康課

児童の健全育成対策の充
実、パトロール体制の充実

青少年問題協議会におい
て、青少年の健全育成に関
する課題についての講演会
を実施する。また、夏休みに
起こりやすい非行や問題行
動を未然に防止するため、
夏季対策パンフレットを6000
部作成し、市内小・中学校、
町会・自治会及び児童館・図
書館等に配布する。

継続 継続

継続

夜間診療、救急診療、精神面のケ
ア、リハビリテーション等の充実を関
係機関へ要望していきます。

保健・医療体
制の充実

1
児童の健全育
成対策の充実

家庭、地域住民、青少年問題協議
会、青少年育成地区委員会、町会・
自治会、学校、行政等関係機関の
連携強化により、児童の健全育成対
策の充実に努めます。

【生涯学習推進課】輝きフェ
スティバル等の行事への支
援、夜間パトロールの実施
などを支援します。

【子ども育成課】青少年問題
協議会を開催し、児童の健
全育成対策の充実に努め
る。

受診率の向上、事業内容の
充実を図ります。

特定健康診査・特定保健指導や後
期高齢者健康診査、がん検診、歯
科健診などの各種健康診査・検診
等について、事業内容の充実を図り
ます。

継続 継続

健康課継続継続

No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）

施設改良の検討 継続 継続 継続

2

3
保健センター
機能の充実

「保健センター」の機能を充実し、健
康づくりを推進します。

市全体の施設改修計画の
中で施設改善等を検討し、
健康づくりの充実に努めま
す。

継続医療体制の充実
関係機関への要望、連携に
より、保健・医療体制の充実
を図ります。

計画
30年度

各種健康診
査・検診等の
事業

4 健康課継続継続継続受診率の向上

子ども育成課
協働推進課
生涯学習推

進課
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第５期地域福祉計画＜40・41頁＞

基本目標３ 適切な支援につなげる体制づくり

（３）地域福祉の推進体制の強化

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

計画
31年度

計画
32年度

所管課No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 修正等検討

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

制度を活用し、サービスを充
実しました。

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

第５期地域福祉計画の初年
度のため、各課への事業の
進め方などを調査し、次年
度以降の進捗管理に備えま
す。

継続5

地域福祉推進
のマネジメント
サイクルの確
立

事業の実施状況等を公表し、事業
の見直しや新たな事業の展開を行う
ことによって、地域福祉を推進しま
す。

第５期地域福祉計画に基づ
き、事業の進捗状況等を福
生市地域福祉推進委員会に
報告し、事業のあり方などを
整理するとともに、結果を市
民jに公表します。

子ども・子育て支援計画の
進捗状況調査を実施する。

継続 継続 継続

【社会福祉課】地域福祉計
画に基づき、各事業の進捗
状況の把握を通じて、点検
を行います。

6
保健福祉施策
の点検

施策を常に点検し、市民の視点に
立ったサービスの提供、サービスの
質の向上に努めます。

【子ども育成課】子ども・子育
て支援計画の進捗状況を把
握する。

継続継続継続
第４期地域福祉計画の進捗
状況調査を実施し、各事業
の点検を行います。

事務事業評価を活用して、
事業の見直しを行う。

継続 継続 継続

【障害福祉課】制度を活用
し、サービスを充実します。

7
事務事業評価
制度の活用

市の事務事業評価制度を活用しな
がら、保健福祉サービスの充実を図
ります。

【子ども育成課】事務事業評
価を活用して、事業の見直し
を行う。

継続継続継続
事務事業評価を活用して、
事業の見直しを行う。

社会福祉法人と連携し、地
域活動の普及福祉サービス
の充実に努めます。

社会福祉協議会等社会福祉法人を
支援することにより、福祉サービス
の質の向上と量の確保を図ります。

社会福祉法人
との協働活動
の推進と支援

8
介護福祉

課
継続継続継続

事業を委託することにより安
定的に福祉サービスを提供
します。

福祉保健部
子ども家庭部

福祉保健部
子ども家庭部

継続
修正等
検討

社会福祉
課
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第５期地域福祉計画＜40・41頁＞

基本目標３ 適切な支援につなげる体制づくり

（３）地域福祉の推進体制の強化

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

計画
31年度

計画
32年度

所管課No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度

Ａ（実施率90％以上） 継続

福祉サービス等の充実を要
請しました。

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

行政と事業者、事業者間の
連絡体制を強化しました。

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ｂ（実施率50～90％） 継続

9
国・都への要
請

国及び東京都に対し、引き続き、福
祉サービス充実のための支援を含
め、手当、助成等の充実を要請して
いきます。

【障害福祉課】制度改正等を
踏まえ多様性を行っていき
ます。

継続

継続継続

事務事業評価を活用して、
事業の見直しを行う。

【子ども育成課】制度改正等
を踏まえた要請を行っていき
ます。

手当、助成等について要請
を行う。

継続 継続

継続

福生市保育協議会等を通
じ、情報の共有化を図る。

継続 継続 継続

【障害福祉課】行政と事業
者、事業者間の連絡体制を
強化していきます。

10
サービス提供
主体の調整

サービス提供主体間の調整力や連
携を強化します。

【子ども育成課】行政と事業
者、事業者間の連絡体制を
強化していきます。

継続継続継続
事務事業評価を活用して、
事業の見直しを行う。

【子ども育成課】認可保育園
での第三者評価制度活用を
促進します。

11
第三者サービ
ス評価制度の
活用

福祉サービスの向上を図るため、第
三者による評価制度活用を促進しま
す。

福祉保健部
子ども家庭部

継続継続継続

認可保育園で第三者評価を
実施した場合、経費の一部
を給付費加算として支給しま
す。

福祉保健部
子ども家庭部

福祉保健部
子ども家庭部
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第５期地域福祉計画＜40・41頁＞

基本目標３ 適切な支援につなげる体制づくり

（３）地域福祉の推進体制の強化

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

計画
31年度

計画
32年度

所管課No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度

Ｂ（実施率50～90％） 継続

Ｂ（実施率50～90％） 継続

Ｂ（実施率50～90％） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

市民向け成年後見制度の研
修会を開催した。

継続

「成年後見センター福生」の
PRに努めるとともに、関係
機関との連携を図ります。

継続 継続 継続
社会福祉

課

「成年後見センター福生」の
事業として、社会福祉協議
会に委託して実施します。

判断能力が十分でない人を対象に
成年後見相談、苦情相談、権利擁
護相談、地域福祉権利擁護事業な
ど、総合的な福祉サービス支援事業
を実施し、推進します。

福祉サービス
総合支援事業
の推進

12

13
地域福祉権利
擁護事業の推
進

判断能力が十分でないため、介護
サービスや福祉サービスを独力で利
用することが困難な人を対象とする
「地域福祉権利擁護事業」（日常生
活自立支援事業）を支援し、事業の
円滑な推進を図ります。

福祉サービス総合支援事業
に組み入れ、社会福祉協議
会に委託して実施します。

社会福祉
課

継続継続継続
「成年後見センター福生」の
PRに努めるとともに、関係
機関との連携を図ります。

【社会福祉課】成年後見制
度推進機関として「成年後見
センター福生」を社会福祉協
議会に委託して実施します。

14
「成年後見制
度」利用の支
援・促進

「成年後見制度」の周知と利用促進
を図り、認知症の高齢者や障害のあ
る人等への支援を図ります。

【介護福祉課】成年後見セン
ターと連携を図り、制度の周
知と利用促進を進める。

継続継続継続

「成年後見センター福生」の
PRに努めるとともに、社会
貢献型後見人、法人後見の
研究、検討を行います。

成年後見制度に関わる研修
会を実施します。

継続 継続 継続

社会福祉
課　  　障害

福祉課
介護福祉

課
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第５期地域福祉計画＜40・41頁＞

基本目標３ 適切な支援につなげる体制づくり

（３）地域福祉の推進体制の強化

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

計画
31年度

計画
32年度

所管課No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

活動の充実

福生市地域自立支援協議
会において、行政・相談支援
事業者・サービス事業者間
の連携を緊密にし、相談支
援事業を効果的に運営して
いきます。

既存のしくみを活用し、行政・相談支
援事業者・「福生市地域自立支援協
議会」の間の連携をより緊密にし
て、虐待防止等に取り組む体制を構
築していきます。

地域自立支援
協議会の活用
とネットワーク
の構築

16

継続 継続
障害福祉

課
継続

障害福祉
課

継続継続継続

15
障害者グルー
プホームなど
への入所支援

障害のある人の自立生活支援・促
進のため、居住の場であるグループ
ホーム等の設置に関し、支援を図り
ます。また、入居する障害のある人
への支援を行います。

入所希望者等の把握に努
め、民間活力を活用したグ
ループホームの設置誘導を
図ります。

適正な施設運営指導

継続して実施

就労専門職員等を配置する
ことにより、就労先の開拓、
就労相談、就労後のフォ
ローを実施していきます。

障害のある人の一般就労に向け、
「福生市障害者自立生活支援セン
ター すてっぷ」の就労専門職員が、
ハローワークなどの関係機関と連携
を取りながらきめ細やかな支援を行
います。

障害者就労支
援事業の実施

18

継続 継続 継続
障害福祉

課

障害福祉
課

継続継続 継続

17
日中活動系
サービスの充
実

生活介護、自立訓練（機能訓練・生
活訓練）、就労移行支援、就労継続
支援、療養介護、短期入所などによ
り、日中活動系サービスの充実を図
ります。

「地域活動支援センター」な
ど日中活動の場の確保と、
各種支援サービスの実施に
より地域生活の基盤を整
え、サービスの充実に努め
ます。

サービスの充実

19
精神障害者地
域活動支援セ
ンターの充実

地域で暮らす精神障害者の日常生
活を支援するため、相談、情報提
供、サービスの利用援助等を総合
的・効果的に提供する「地域活動支
援センター」の充実を図ります。

「精神障害者地域活動支援
センター　ハッピーウイング」
における相談支援事業の充
実を図ります。

事務事業評価を活用して、
事業の見直しを行う。

継続 継続 継続
障害福祉

課
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第５期地域福祉計画＜40・41頁＞

基本目標３ 適切な支援につなげる体制づくり

（３）地域福祉の推進体制の強化

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

計画
31年度

計画
32年度

所管課No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

20
関係機関・団
体との連携強
化

社会福祉協議会をはじめ、民生委
員・児童委員、ボランティア、ＮＰＯ
等、福祉保健関係機関、団体、サー
ビス提供事業者とのいっそうの連携
強化を図ります。

【子ども育成課】情報交換、
連絡会等の充実により連携
を強化していきます。

民生委員・児童委員の月に
１回の地区会長会、定例会
に留まらず、機会を創出して
連携強化に努めます。

民生委員・児童委員が関わ
るイベント等にも積極的に関
わり、連携の強化を図りま
す。

保育団体連絡会に参加する
ことで、市内の子育て関連
団体との情報交換を図る。

福祉保健部
子ども家庭部

継続 継続 継続

その他
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第５期地域福祉計画＜42・43頁＞

基本目標４ 高齢者が安全・安心に暮らせる地域づくり

（１）高齢者が生きがいをもって社会参加できるしくみづくり

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

（中央体育館）
若草健康体操教室等　延参
加者数2,090人［３教室］
（福生地域体育館）
ラク楽体操教室等　延参加
者数4,334人［４教室］
（熊川地域体育館）
ほのぼの体操教室等　延参
加者数2,753人［５教室］

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ｂ（実施率50～90％） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

延利用者数：8,652人

1
生きがい活動
情報の提供

老人クラブ等を通して、趣味や生き
がい活動などの情報提供の充実を
図ります。

老人クラブ等を通して趣味
や生きがい活動を促進しま
す。

毎月第1金曜日に開かれる
老人クラブ会長会において
各種活動等の情報提供を行
います。

継続 継続

No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度

継続
介護福祉

課

スポーツ推
進課

継続継続継続

計画
31年度

計画
32年度

所管課

教室への参加により、自主
的な活動の促進を図りま
す。

高齢者を対象にスポーツ、レクリ
エーション、軽体操などの教室を開
催します。

高齢者スポー
ツ・レクリエー
ション教室の開
催

2

3
高齢者の健康
づくり支援

高齢者のサークル活動や教養講座
を通じて高齢者の健康づくりを支援
します。

老人福祉センターにおいて
高齢者のサークル活動を支
援するとともに各種教養講
座を実施します。

高齢者が関心を持って参加
できる講座を開催します。

継続 継続 継続 介護福祉課

介護福祉
課

継続継続継続

（中央体育館）
若草健康体操教室等を実施
（福生地域体育館）
ラク楽体操教室等を実施
（熊川地域体育館）
ほのぼの体操教室等の実
施

内容の充実を図り、参加者
の利用促進に努め、より多く
の高齢者の健康増進を図り
ます。

高齢者がスポーツに親しむ機会を
支援することにより健康の増進を図
ります。

高齢者スポー
ツ大会の開催

4

5
生きがい活動
支援デイサー
ビス事業

介護予防、閉じこもり防止を目的
に、高齢者を対象に趣味活動やレク
リエーション、昼食サービスの提供
等を内容とする通所によるデイサー
ビスを行います。

サービス利用体制の充実に
努めます。

サービス内容を充実して、利
用者の増加を図ります。

継続 継続 継続
介護福祉

課

事業の進め方に基づき、取
り組みます。
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第５期地域福祉計画＜42・43頁＞

基本目標４ 高齢者が安全・安心に暮らせる地域づくり

（１）高齢者が生きがいをもって社会参加できるしくみづくり

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度
計画

31年度
計画

32年度
所管課

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

寿生きがいひろば5コース35
回、延べ参加者数660人
人生うたい語りのづどい1回
参加者156人

Ａ（実施率90％以上） 継続

高齢者サークルへの支援・
助言等を随時実施しました。

Ａ（実施率90％以上） 継続

成人対象の学級・講座を57
コース230回、行事等を15
コース48回実施しました。

Ａ（実施率90％以上） 継続

（中央体育館）
高齢者いきいき体操　延参
加者数713人
（福生地域体育館）
ころばん塾　延参加者数
1,019人
（熊川地域体育館）
高齢者筋トレ体操　延参加
者数907人

介護福祉
課

継続継続継続
クラブの規模に応じた補助
金を交付します。

活動の促進を図るため、支
援の充実に努めます。

老人クラブの活動、運営、また老人
クラブ連合会の指導者研修会等に
対し補助金を交付します。

老人クラブ等
への支援

6

7
高齢者を対象
とした講座等の
充実

高齢者の教養を高め、生きがいのあ
る充実した生活ができるように支援
します。

高齢者を対象とした講座等
を実施し、生きがいづくりや
仲間づくりにつなげていきま
す。

公民館各館で寿生きがいひ
ろば事業を実施するととも
に、その成果の発表の場と
して人生うたい語りのつどい
を実施します。

継続 継続 継続 公民館

8
高齢者のサー
クル活動への
支援

公民館で活動する高齢者中心の
サークルに対して、研修その他諸活
動への支援をします。

随時、相談を受け、求めに
応じて、支援・助言を行い、
高齢者のサークル活動の充
実につなげます。

随時、相談を受け、求めに
応じて支援・助言を随時行い
ます。

継続 継続 継続 公民館

スポーツ推
進課

継続継続

継続 継続 公民館9
成人対象学習
講座の充実

成人を対象とした市民文化教室、学
習講座、行事等の内容の充実を図
り、高齢者の参加を促進します。

時間設定や内容を検討し、
高齢者も参加しやすい講座
等を実施します。

成人対象講座、市民文化教
室、行事等を実施します。

継続

継続

（中央体育館）
高齢者いきいき体操の実施
（福生地域体育館）
ころばん塾の実施
（熊川地域体育館）
高齢者筋トレ体操の実施

高齢者が参加しやすくなるよ
う、講座内容の充実を図りま
す。

転倒、骨折、閉じこもり予防のため、
高齢者を対象とした専門的なトレー
ニングを実施します。

高齢者筋力向
上トレーニング
事業

10
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第５期地域福祉計画＜42・43頁＞

基本目標４ 高齢者が安全・安心に暮らせる地域づくり

（１）高齢者が生きがいをもって社会参加できるしくみづくり

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度
計画

31年度
計画

32年度
所管課

Ａ（実施率90％以上） 継続

出張相談を実施しても高齢
者の相談は殆ど無い状況で
ある。また、就労相談＝ハ
ローワーク　という認識を皆
さんすでにお持ちだと思うの
で介護福祉課は除外してた
だけないでしょうか。

Ｂ（実施率50～90％） 継続

Ｂ（実施率50～90％） 継続

受診率を向上させるため、
事業の周知に努めます。

周知に努めます。 継続 継続 継続 健康課

高齢者等を対象にハローワーク（公
共職業安定所）、東京都高齢者就業
センター・就業相談所・職業相談所
との連携により、就業相談を実施し
ます。

高齢者就業相
談の実施

11

12 特定健康診査

国民健康保険に加入している40歳
から74歳までの方を対象に生活習
慣病（糖尿病・高血圧症・脂質異常
症など）の予防を目的とした健康診
査を実施します。

シティセールス
推進課

 社会福祉課
介護福祉課

継続継続継続
毎月第3水曜日にハロー
ワーク出張相談を実施して
いきます。

【介護福祉課】高齢者等に対
象を限定することなく毎月第
3水曜日にハローワーク出
張相談を実施していきます。

後期高齢者医療制度に加入してい
る75歳以上の方を対象に健康診査
を実施します。

後期高齢者健
康診査

13 健康課継続継続継続周知に努めます。
受診率を向上させるため、
事業の周知に努めます。
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第５期地域福祉計画＜44・45・46頁＞

基本目標４ 高齢者が安全・安心に暮らせる地域づくり

（２）高齢者の生活を支える支援体制づくり

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

Ａ（実施率90％以上） 修正等検討

事業所連絡会で、東京都福
祉保健財団による第三者評
価の周知を図った。

事業所連絡会で、第三者評
価を活用した利用者に対す
る情報提供について周知を
図ります。

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ｂ（実施率50～90％） 継続

計画
32年度

所管課

1
介護サービス
の情報提供

介護サービスの利用にあたり、適切
なサービスを選択できるよう、情報を
提供します。

継続 継続 継続
介護福祉

課

No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度

2

3

保健福祉サー
ビスや施設案
内の充実

読みやすい広報誌づくりとともに、
ホームページ、ケーブルテレビ等を
活用し、保健福祉サービスや施設等
の利用案内の充実を図ります。ま
た、情報の入手が困難な市民への
支援を強化します。

公表された第三者評価を活
用します。

事業所連絡会を通じて東京
都福祉保健財団を招き、第
三者評価の周知を行いま
す。

地域包括支援センター等を
通じてお住まいの地域に
合った情報提供を行いま
す。

地域資源マップを活用し施
設等の情報提供を行いま
す。

計画
31年度

介護福祉
課

修正等
検討

修正等
検討

修正等
検討

介護福祉
課

継続継続継続

情報ネットワー
クの強化

広報やホームページ等による保健
福祉情報の提供のほか、行政、関
係団体等の情報を高齢者に円滑に
届けるしくみづくりを進めます。

地域資源マップを充実しま
す。

各種関係機関と連携し、掲
載情報の充実に努めます。

継続 継続
介護福祉

課
継続

継続継続継続

継続 継続 継続

生活協力員からの報告及び
業務日誌からみえる入居者
の変化等について、関係機
関と連携して見守りを行いま
す。 まちづくり

計画課
介護福祉

課

情報収集し、現状の把握に
努めます。

【介護福祉課】生活協力員と
の連携を図り、情報の共有
と関係機関へつなげます。

4
高齢者用市営
住宅の運営（シ
ルバーピア）

住宅に困窮する高齢者のために、
市営住宅を運営します。生活協力員
を配置し、日々の見守りを行いま
す。

【まちづくり計画課】65歳以
上の高齢者用住宅を確保し
ます。

現状の戸数を適切に維持管
理します。

5
事業内容を検討し、支援に
努めます。

保証人が見つからず民間住宅への
入居が困難な人や、手続きを自ら行
うことに支障がある人から相談を受
け、入居支援を行う事業の実施につ
いて検討を進めます。

民間住宅への
入居支援
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第５期地域福祉計画＜44・45・46頁＞

基本目標４ 高齢者が安全・安心に暮らせる地域づくり

（２）高齢者の生活を支える支援体制づくり

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

計画
32年度

所管課No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度
計画

31年度

Ａ（実施率90％以上） 継続

新規設置世帯数：5件

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ｂ（実施率50～90％） 継続

Ｂ（実施率50～90％） 継続

自立した在宅生活を続ける
ために住宅改修が必要と認
められる高齢者の住宅に手
すり設置する等の住宅改修
を行います。

地域包括支援センター及
び、在宅介護支援センター
等の協力を得て、施策の周
知に努めます。

手すりの設置、床段差の解消、床材
の変更、引き戸等への扉の取替え、
洋式便器等への取替え、浴槽及び
給湯設備の改修、流し洗面台の取
替えなどを行います。

自立支援住宅
改修給付事業

7

6
高齢者家具転
倒防止装置設
置事業

高齢者のみの世帯において、家屋
の家具に転倒防止装置を取り付け
ます。

高齢者のみの世帯におい
て、家屋の家具に転倒防止
装置を取り付けます。

一家具につき1個として、一
世帯当たり3個以内とし、4個
以上の器具の取付けの希望
がある場合は、器具代の自
己負担により取付けることが
できるように配慮します。

地域包括支援センター及
び、在宅介護支援センター
等の協力を得て、施策の周
知に努めます。

腰掛便座、入浴補助用具、歩行支
援用具、スロープ（傾斜路）、シル
バーカー（手押し車）などを給付しま
す。

自立支援日常
生活用具給付
事業

9

継続 継続

8
福祉機器の展
示

在宅介護支援センター等に福祉機
器の展示を行い、その利用について
の相談に応じます。

福祉機器をリース、販売する
介護サービス提供事業者な
どの協力を得て、利用の相
談に応じます。

市内の4施設において福祉
機器を展示しています。

10 訪問指導事業

介護認定審査会で自立と判定され
た方、虚弱高齢者とその家族、療養
上保健指導を希望する方を対象に
食事や介護、療養方法等の訪問指
導を行います。

一人ひとりに応じた適切な
指導の充実に努めます。

希望する方に対して十分な
アセスメントを行い適切な指
導を行います。

自立した在宅生活を続ける
ために給付が必要と認めら
れる高齢者にシルバーカー
等の生活用具を給付しま
す。

介護福祉
課

介護福祉
課

継続継続継続

継続 継続 継続
介護福祉

課

介護福祉
課

継続継続継続

継続 継続 継続
介護福祉

課

継続
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第５期地域福祉計画＜44・45・46頁＞

基本目標４ 高齢者が安全・安心に暮らせる地域づくり

（２）高齢者の生活を支える支援体制づくり

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

計画
32年度

所管課No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度
計画

31年度

Ｂ（実施率50～90％） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

利用者：98人

退院直後等の一時的に自立
生活のための支援が必要な
高齢者にホームヘルパーを
派遣します。

介護福祉
課

継続継続継続

常時臥床の状態にある高齢
者に訪問理美容サービスを
受けられる利用券を交付し
ます。

12
寝具乾燥車派
遣事業

寝具の自然乾燥が困難な高齢者に
乾燥車を派遣し、高齢者の衛生と健
康の維持を図ります。

今後予測される利用の増加
に対し、対応できる供給体
制の確保を図ります。

高齢者の衛生と健康維持の
ため、布団乾燥車を派遣し
ます。

継続 継続 継続
介護福祉

課

在宅介護支援センターなど
を通して施策の周知を図る
とともに、利用手続きを支援
します。

在宅において自立生活の支援を必
要とする高齢者に対し、ホームヘル
パーを派遣して家事などの支援を行
います。

生活支援ホー
ムヘルプサー
ビス事業

11

訪問理美容
サービス事業

13

継続 介護福祉課

介護福祉
課

継続継続継続

地域包括支援センター及
び、在宅介護支援センター
等の協力を得て、施策の周
知に努めます。

心身の障害、傷病などにより、理髪
店又は美容院に出向くことが困難な
高齢者に、訪問理美容サービスを提
供します。

社会福祉協議会に委託する
弁当のほか、民間の宅配弁
当事業者を活用することで
利用者の利便性向上を図り
ます。

食事の調理が困難な高齢者を対象
に、ボランティア等が食事を配達し、
安否を確認します。

介護福祉課継続
配食サービス
事業

15

継続 継続14
高齢者おむつ
等助成事業

常時臥床の状態又はこれに準ずる
状態の高齢者に、おむつ等の助成
を行います。

常時臥床の状態のある高齢
者におむつを等を助成し、経
済的負担の軽減を図りま
す。

おむつ等を週1回、利用者宅
に配送します。

継続継続
利用が可能な曜日と食事種
類の増加を図ります。
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第５期地域福祉計画＜44・45・46頁＞

基本目標４ 高齢者が安全・安心に暮らせる地域づくり

（２）高齢者の生活を支える支援体制づくり

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

計画
32年度

所管課No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度
計画

31年度

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ｂ（実施率50～90％） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

圏域の設定について、地域
包括支援センターの機能強
化を含め、検討を進めます。

事務事業評価を活用して、
事業の見直しを行う。

継続 健康課

介護福祉
課

継続
圏域の設定について、地域
包括支援センターの機能強
化を含め、検討を進めます。

高齢者の介護予防から見守り、地域
ケアまで総合的に推進する拠点とし
て地域包括支援センターを設置し、
地域の高齢者のニーズに応じた適
正かつ有効な事業の展開を図りま
す。

地域包括支援
センター事業
の展開

17

継続 継続

継続継続

16
高齢者歯科健
康診査

高齢者を対象に、歯科健康診査を
実施します。

歯の健康についての知識の
普及を図り、健康寿命の延
伸を目指します。

18
在宅介護支援
センター事業
の充実

在宅介護支援センターの専従職員
を増員し、80歳以上の高齢者宅を訪
問し、地域における高齢者の実態把
握に努め、保健福祉サービス申請
等の代行や相談・助言等を行いま
す。

地域における高齢者の実態
把握に努め、保健福祉サー
ビス申請等の代行や相談・
助言等を行います。

関係機関、関係者との連絡
調整及び情報交換の強化
や、介護予防活動の充実に
努めるとともに在宅介護支
援センターのあり方について
検討を進めます。

継続 継続 継続
介護福祉

課

19
福祉センター
機能の充実

市役所内に基幹型の地域包括支援
センターと、福祉センター内に委託
型の包括支援センターを設置して、
地域における高齢者の「生活の質」
向上への支援拠点として役割を果た
すよう、機能やプログラムの充実を
図ります。

高齢者の生活相談、健康の
増進、サービス提供の充実
等に努めます。

積極的かつ直接的に高齢者
に働きかけ、相談やサービ
ス利用に繋げます。

継続

継続
家族介護者教室４回実施し
ます。

社会福祉協議会、在宅介護
支援センター等と連携を図
り、ニーズに応じたテーマで
家族介護者教室を実施しま
す。

介護を担っている家族に対して、介
護方法、健康づくり等についての知
識、技術の習得を目的とした教室を
開催します。また、介護を担う家族
のレスパイトを行い、心身のリフレッ
シュを図ることを目的に、ショートス
テイ制度を活用するなどの配慮を加
えながら旅行会や介護者相互の交
流会を実施し、参加者を支援しま
す。

家族介護支援
事業

20

継続 継続
介護福祉

課

介護福祉
課

継続継続
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第５期地域福祉計画＜44・45・46頁＞

基本目標４ 高齢者が安全・安心に暮らせる地域づくり

（２）高齢者の生活を支える支援体制づくり

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

計画
32年度

所管課No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度
計画

31年度

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ｂ（実施率50～90％） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

市民向けの成年後見制度に
関する研修会を開催した。

Ａ（実施率90％以上） 継続

継続車両管理費を補助します。
移送サービスを実施してい
る社会福祉協議会に福祉車
両を無償貸与します。

移送サービスを必要とする人のため
に、運転ボランティアの協力を得て
車いす専用車（ハンディキャブ）を運
行します。

移送サービス
事業

22

継続 継続
介護福祉

課

介護福祉
課

継続継続

21
生活支援
ショートステイ
事業

基本的生活習慣の欠如、対人関係
が成立しないなど社会適応が困難
な高齢者に、短期間の宿泊により日
常生活に対する指導・支援を行い、
要介護状態への進行を予防します。

受入れ施設の現状を把握
し、受入れ先について検討し
ます。

利用ニーズに応えられるよ
う、受入れ施設の増につい
て検討します。

継続

24

継続 継続
介護福祉

課

介護福祉
課

継続継続

23
車いす専用車
の貸出し

歩行困難な高齢者等が外出に際し
て、家族や知人に車いす専用車（ハ
ンディキャブ）を貸し出します。

車椅子専用車両の貸し出し
サービスを実施している社
会福祉協議会に補助金を交
付します。

車両管理費を補助します。 継続

継続
地域の中の身近な通いの場
として利用されるよう周知方
法等を検討します。

実施方法を工夫し、地域の
中で高齢者が楽しみに集う
ことができる事業を展開しま
す。

市の施設や町会会館、空き家、空室
等を活用し、高齢者を対象とした地
域でのミニデイサービスを実施しま
す。

地域での高齢
者ミニデイサー
ビス実施の支
援

継続
サポーター登録者数の増加
を図ります。

市広報をはじめ、様々な機
会を活用し、事業の周知と
サポーター登録を勧奨しま
す。

介護サポーターとして市内の介護施
設でボランティア活動に参加するこ
とで、参加者の健康促進と地域の活
性化を図ります。

介護サポー
ター事業

26

継続 継続
介護福祉

課

介護福祉
課

継続継続

25
総合相談支
援・権利擁護
事業

地域における高齢者に対し、介護保
険サービスにとどまらない様々な形
での支援を可能とするため、総合的
な相談支援や権利擁護の取組を行
います。

地域包括支援センターと成
年後見センターで連携を図
り、相談支援体制の構築や
制度の周知を実施します。

権利擁護に係る研修会等を
開催し、制度等の周知を行
います。

継続
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第５期地域福祉計画＜47・48頁＞

基本目標４ 高齢者が安全・安心に暮らせる地域づくり

（３）地域包括ケア体制の構築

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

介護予防情報誌の全戸配
布を２回行った。

Ａ（実施率90％以上） 継続

元気はつらつ教室を市内
４ヶ所の会場で各会場年間
３クール実施した。

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

1
地域ケア会議
の開催

地域ケア会議を開催して、地域の課
題を的確に把握し、多職種間での情
報共有を図ると共に課題を解決する
ための手法を検討します。

3階層の地域ケア会議を開
催します。

事例等に合わせた関係者の
招集を図り、課題に対する
解決策を検討します。

継続 継続

No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度

継続
介護福祉

課

継続
介護福祉

課
継続継続

計画
31年度

計画
32年度

所管課

元気はつらつ教室、脳と体
のトレーニング教室、筋力向
上トレーニング教室等の事
業を実施し、介護予防教室
へ参加を促します。

高齢者等に対する健康づくりの取組
を進めて、介護予防、身体障害の発
生等の予防を図ります.

「介護予防」等
の推進

2

【介護福祉課】筋力向上ト
レーニング、口腔機能向上
指導、低栄養改善指導及び
認知症予防教室等を実施す
ることにより、介護予防に努
めます。

複合型介護予防教室である
元気はつらつ教室を市内
４ヶ所の会場で実施し高齢
者が参加し易い環境を構築
します。

3
介護予防施策

事業

筋力向上トレーニングや口腔機能向
上指導、低栄養改善指導を実施す
ることにより、要介護状態とならない
よう、高齢者に対する施策・事業を
行います。 【スポーツ推進課】高齢者が

参加しやすくなるよう、講座
内容の充実を図ります。

継続 継続 継続

継続継続継続

介護予防情報誌を発行し、
介護予防についての普及啓
発を行います。

（中央体育館）
高齢者いきいき体操の実施

介護福祉
課　　  ス

ポーツ推進
課

4
機能訓練事業
の実施

介護状態となることを防止するた
め、転倒防止等のための機能訓練
を実施します。また、心身の機能が
低下した虚弱高齢者を対象に機能
訓練を実施します。

地域において、機能訓練を
実施し、日常生活上の留意
点等を指導します。

柔道整復師会による筋力向
上トレーニング教室を実施し
ます。

継続 継続 継続
介護福祉

課

介護福祉
課

継続継続継続5
訪問、窓口にて、必要に応じ
リハビリテーション専門病院
等の紹介を行います。

リハビリテーション専門病
院、関係団体との連携強化
を図ります。

寝たきりや閉じこもりを予防するた
め、脳血管疾患等により機能回復訓
練を必要とする高齢者の適切・円滑
なリハビリテーションの利用を促進し
ます。

リハビリテー
ションの利用促
進
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第５期地域福祉計画＜47・48頁＞

基本目標４ 高齢者が安全・安心に暮らせる地域づくり

（３）地域包括ケア体制の構築

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度
計画

31年度
計画

32年度
所管課

Ａ（実施率90％以上） 継続

①広報は毎号、ホームペー
ジは随時掲載。②3月15日
号市内全戸配布。③平日9
～12時・13～16時年金相談
員配置。

Ａ（実施率90％以上） 継続

広報、ホームページで市民
へのPRに努めました。

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

継続 継続 継続

6
公的扶助・年
金・手当の周

知

制度の周知を図り、対象となるすべ
ての人が年金や各種手当の受給が

できるように周知に努めます。

【保険年金課】様々な手法に
より市民へのＰＲに努めると
ともに、相談体制の充実を
図ります。

【障害福祉課】市民へのPR
に努めます。

PRに努めます。

介護福祉
課  　　健康

課

健康課継続継続継続

①広報、市ホームページで
情報提供を行う
②国民年金だより発行し、市
内全戸配布を行う
③窓口、電話等で年金相談
を行う。

継続継続継続

PRに努めます。

保険年金
課　　　社
会福祉課
障害福祉

課　  　介護
福祉課

8
介護福祉

課  　　健康
課

高齢者向け健康教育の際に
熱中症予防教育を実施しま
す。

【健康課】より効果的な熱中
症予防の普及啓発を行うた
め、周知方法を工夫します。

高齢者を熱中症から守るため、リー
フレットの作成及び熱中症予防講習
会を開催します。

高齢者を熱中
症等から守る
緊急対策事業

継続継続継続

接種者の拡大を図ります。
高齢者のインフルエンザ感染及び重
症化予防のため予防接種事業を実
施します。

高齢者インフ
ルエンザ予防
接種

7

8
高齢者を熱中
症等から守る
緊急対策事業

高齢者を熱中症から守るため、リー
フレットの作成及び熱中症予防講習
会を開催します。

【介護福祉課】高齢者に熱中
症に対する注意喚起を講習
会、リーフレットを通じて行
い、市内の熱中症発生の抑
制を図ります。

関係機関にリーフレットを配
布し周知を行います。

継続 継続 継続
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第５期地域福祉計画＜47・48頁＞

基本目標４ 高齢者が安全・安心に暮らせる地域づくり

（３）地域包括ケア体制の構築

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度
計画

31年度
計画

32年度
所管課

Ｂ（実施率50～90％） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

介護福祉
課

介護福祉
課

継続継続継続

9
在宅医療・介
護連携推進事
業

在宅医療・介護支援の連携を図る窓
口を開設し、西多摩医師会や西多
摩保健所と連携して、在宅医療・介
護の一体的な提供体制を構築しま
す。

西多摩医師会や西多摩保
健所と連携し、平成30年か
ら実施すべき事業につい
て、検討します。

庁内及び西多摩地域での連
携も視野に入れ、実施準備
を進めます。

地区における地域ケア会議
で抽出された課題をとりまと
めます。

地区における地域ケア会議
にて抽出された課題をとりま
とめ、課題の解決向けた検
討を行います。

地域包括支援センターに生活支援
コーディネーターを配置するととも
に、地域の関係機関による会議等を
開催し、多様な主体による地域の支
え合いを通じた生活支援体制の整
備を推進します。

生活支援体制
整備事業

10

修正等
検討

修正等
検討

修正等
検討
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第５期地域福祉計画＜49・50頁＞

基本目標４ 高齢者が安全・安心に暮らせる地域づくり

（４）認知症支援策の充実

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

地域連携型認知症疾患医
療センターの医師を講師に
招き、講演会を開催した。

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

地区医師会及び地域連携型
認知症疾患医療センターと
認知症初期集中支援チーム
設置に向けた調整を行っ
た。

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

1
拠点型の認知
症疾患医療セ
ンターとの連携

拠点型の認知症疾患医療センター
と、アウトリーチ事業の協定を締結
し、認知症の早期発見、早期診断に
活用する。

認知症支援コーディネー
ターが中心となり、拠点型の
認知症疾患医療センターと
の連携を図ります。

受診困難なケースが発生し
た場合はアウトリーチ事業を
利用し、早期発見、早期診
断に繋げます。

継続 継続

No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度

継続
介護福祉

課

介護福祉
課

継続継続継続

計画
31年度

計画
32年度

所管課

認知症支援コーディネー
ターが中心となり、地域型の
認知症疾患医療センターと
の連携を図ります。

地域型の認知症疾患医療センター
を活用し、地域に根ざした認知症施
策の充実に努める。

地域型の認知
症疾患医療セ
ンターとの連携

2

3
認知症ケアの
ネットワークづ
くり

認知症を予防し、また発症した場合
の進行を遅らせるため、認知症への
対応、認知症ケアに関するネット
ワークづくりを進めます。

在宅介護支援センター機能
等も考慮し、事業内容を検
討のうえ、情報交換、交流が
できる体制整備を図ります。

認知症支援コーディネー
ターを中心に関係機関との
ネットワークづくりを実施しま
す。

継続 継続 継続
介護福祉

課

介護福祉
課

継続継続継続

地域型の認知症疾患医療セ
ンターとの連携を図り、地域
における認知症疾患の理解
を深めます。

在宅介護支援センター機能
等も考慮し、事業内容を検
討し、情報交換、交流ができ
る体制整備を図ります。

認知症を予防し、また発症した場合
の進行を遅らせるため、認知症への
対応、認知症ケアについてのネット
ワークの確立と強化・充実を進めま
す。

認知症ケアの
ネットワークの
強化・充実

4

5
徘徊高齢者家
族支援サービ
ス事業

位置探索システム専用端末機を貸
与することにより、認知症等の高齢
者が徘徊して行方不明になった場
合に、現在位置を速やかに特定する
などの家族支援を行います。

認知症高齢者等の家族負
担軽減のため、関係機関を
通じ、施策についての周知
を図ります。

地域包括支援センター及び
在宅介護支援センター等を
通じて対象者の把握に努め
ます。

継続 継続 継続
介護福祉

課

介護福祉
課

継続継続継続

認知症初期集中支援チーム
設置に向けての準備を行い
ます。

入所希望数等の把握に努
め、設置誘導を図ります。

認知症の高齢者が家庭的な雰囲気
の中で、少人数のグループで生活す
ることができるグループホームの設
置誘導に努めます。

認知症高齢者
グループホー
ムの開設支援

6
定期的に入所希望数等の把
握に努めます。
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第５期地域福祉計画＜49・50頁＞

基本目標４ 高齢者が安全・安心に暮らせる地域づくり

（４）認知症支援策の充実

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

No 施策・事業 内容 事業の進め方 計画（28年度）
計画

30年度
計画

31年度
計画

32年度
所管課

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ｂ（実施率50～90％） 継続

Ｂ（実施率50～90％） 継続

市内の中学校２校で認知症
サポーター講座を実施

Ａ（実施率90％以上） 継続

脳と体のトレーニング教室を
１クール12回、年間３クール
実施した。

Ａ（実施率90％以上） 継続

おれんじパークを月１回、年
間12回実施した。

7
虐待防止の
ネットワークづ
くり

高齢者への虐待の防止と早期発
見・早期対応を目指し、関係機関と
の連携による虐待防止のネットワー
クづくりを進め、確立・強化します。

関係機関連絡会等を随時開
催し、虐待の防止のネット
ワークづくりを進めます。

高齢者虐待防止連絡会議を
実施します。
緊急性のある案件が発生し
た場合は虐待対応ケア会議
にて対応方法を検討しま
す。

継続 継続 継続
介護福祉

課

介護福祉
課

継続継続継続

認知症支援コーディネー
ターが関係機関との連携を
図り、認知症の早期診断・早
期対応を図ります。

地域包括支援センターに認知症支
援コーディネーターを配置し、認知
症の早期診断・早期対応体制、関係
機関の連携体制の整備をします。

認知症総合支
援事業

8

9
認知症サポー
ター事業の充
実

若い世代の認知症サポーター養成
講座を開始します。

若年世代向けの認知症サ
ポーター講座の実施に向け
て関係機関との調整を行い
ます。

小・中学生向けの認知症サ
ポーター講座を実施します。

継続 継続 継続
介護福祉

課

介護福祉
課

継続継続継続

認知症支援コーディネー
ターによる相談対応を行う。

継続 継続 継続
介護福祉

課

脳と体のトレーニング教室を
実施しします。

認知症予防教室を開催し認
知症予防と運動機能の向上
を図ります。

健康運動指導士などの指導により、
運動を取り入れたプログラムで脳の
活性化を図り、認知症予防と運動機
能の向上を図ります。

認知症介護予
防教室の開催

10

11
認知症カフェの
開催

認知症カフェ（オレンジカフェ）を開催
し認知症の人とその家族との交流の
場をつくります。

福祉センター内でオレンジカ
フェを開催します。

毎月1回、市役所内にて簡
易版オレンジカフェ「おれん
じパーク」を実施します。
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第５期地域福祉計画＜51・52頁＞

基本目標４ 高齢者が安全・安心に暮らせる地域づくり

（５）高齢者が安全に暮らせる地域づくり

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

Ｂ（実施率50～90％） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

11月18日防犯講習会実施
（市民会館小ホール）　こど
も110番前年度比△2件（引
越し等）

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

計画
30年度

計画
31年度

計画
32年度

所管課事業の進め方No 施策・事業 内容 計画（28年度）

継続

交通安全講習会を実施し、
32町会・自治会による交通
安全の推進や中学生交通
安全教室を開催します。

交通安全運動の充実、地域
や学校等での交通安全教室
の定期的な開催を図ります

地域や団体、事業所等における交
通安全思想の普及・徹底を図り、学
校等での交通安全教育を推進しま
す。

交通安全教育
の推進
【基２-４再掲】

2

継続 継続
安全安心

まちづくり課
 教育指導課

安全安心
まちづくり課

継続継続

1
安全安心なま
ちづくりの推進
【基２-４再掲】

犯罪防止のための地域における自
主的な活動の推進、学校等におけ
る安全の確保等総合的に施策を展
開し、市民が安心して生活できる環
境の整備を図ります。

【安全安心まちづくり課】町
会・自治会によるパトロール
を実施していきます。

32の町会・自治会によるパト
ロールを実施していきます。

継続

ひとり暮らし等の高齢者、在宅重度
身体障害者及び難病患者等に専用
通信機と無線発報器を貸与すること
により、緊急事態に陥ったとき消防
庁へ通報するとともに、地域の協力
員の援助を受け、救急車による病院
への搬送に対応します。

シティセール
ス推進課

介護福祉
課　  　障害

福祉課
継続継続継続

協力員連絡会を開催し、研
修等を実施します。

3

訪問販売等悪
質商法取引等
への対応
【基２-４再掲】

訪問販売等悪質商法取引等による
被害を防止するとともに、購入契約
等を結んでも解約できることや相談
体制があることを、高齢者世帯等に
周知します。

修正等
検討

修正等
検討

修正等
検討

消費者相談室を継続して設
置するとともに、消費者被害
防止啓発事業において周知
を図ります。

消費者相談室の開設日を週
2日から3日へ拡充します。さ
らに消費者相談室のパンフ
レットの作成・配布、消費者
被害防止グッズへの消費者
相談室連絡先掲載により周
知を図ります。

【介護福祉課】通報から病院
搬送までの対応が円滑に行
われるよう、協力員に対し研
修等を実施します。

【障害福祉課】制度の普及に
努めます。

緊急通報システムのPR等を
通じて、利用の促進を図りま
す。

継続 継続 継続
介護福祉

課　  　障害
福祉課

4
緊急通報シス
テムの充実
【基２-４再掲】
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基本目標４ 高齢者が安全・安心に暮らせる地域づくり

（５）高齢者が安全に暮らせる地域づくり

評価（28年度） 計画（29年度）

具体的な成果
または評価Ｃ、Ｄの理由

具体的な計画など
（継続以外の場合）

計画
30年度

計画
31年度

計画
32年度

所管課事業の進め方No 施策・事業 内容 計画（28年度）

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

Ａ（実施率90％以上） 継続

補助団体数：32団体
補助金額：5,743,007円

Ａ（実施率90％以上） 継続

H28登録者数：53名

Ａ（実施率90％以上） 継続

28年度89台貸出

Ａ（実施率90％以上） 継続

新規申請：235人

【介護福祉課】住宅用火災
警報器設置の義務化と住宅
設備の充実により、利用希
望の相談等はない状況です
が、今後も必要とする方が
利用できるよう制度の周知
に努めます。

【障害福祉課】制度の普及に
努めます。

緊急通報システムのPR等を
通じて、利用の促進を図りま
す。

介護福祉
課　   　障
害福祉課

継続継続継続

継続 継続 継続
介護福祉
課　   　障
害福祉課

安全安心
まちづくり

課
継続継続継続

地域包括支援センター等を
通じて、制度の周知を図りま
す。

継続継続継続

運営費補助金を交付し、自
主的な活動を支援します。

住民の自主性を尊重し、地
域の状況に応じた事業を
行っていきます。

6
自主防災組織
への支援
【基２-４再掲】

「福生市地域防災計画」に基づき、
地域住民による自主防災組織が行
う消火・救援活動を支援するため、
技術的指導や資機材の整備助成等
に努めます。

7

要援護者（避
難行動要援護
者）への支援
【基２-４再掲】

高齢者や障害のある人の中には、
災害時に自力で避難できない人や、
家族がいる場合でも日中は一人で
過ごしている人もいるため、自主防
災組織など地域住民をはじめ、民生
委員・児童委員、消防署や消防団、
警察署、社会福祉協議会などと連
携・協力し、非常時の対応を図って
いきます。

災害時要援護者の把握に努
め、支援体制を整備します。

個人情報の更新、制度の周
知、登録の推奨を行い、災
害時に備えます。

継続 継続 継続
介護福祉

課

5
火災安全シス
テムの整備
【基２-４再掲】

緊急通報システム機器に住宅用火
災警報器を接続することにより、火
災の発生を東京消防庁に自動通報
するシステムを、ひとり暮らし等の高
齢者及び18歳以上でひとり暮らしの
重度心身障害者宅に設置します。

市広報などの媒体や・防犯
講習会等において貸し出し
事業のPRを行い、希望者を
募ります。

自動通話録音機を申請方式
にて希望者に貸与すること
により、振り込め詐欺等の被
害防止を図ります。

振り込め詐欺等の被害防止のため
の自動通話録音機を無料で貸し出
しします。

自動通話録音
機の貸し出し

8

9
救急医療情報
キット配布

救急車を呼ぶような緊急時に、意識
を失うなどしてご自身の状況を救急
隊員に説明できない事態が想定さ
れます。そうした事態に備えて医療
情報を入れた容器を冷蔵庫に保管
することで救急医療に活かします。

各種イベントにおいて、キッ
トを紹介し、利用の啓発に努
めます。

各種イベントのほか、出前講
座での申請、在宅介護支援
センター経由の受付等、高
齢者に対してキット利用を積
極的に勧めます。

継続 継続 継続
安全安心
まちづくり

課

安全安心
まちづくり

課
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